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農村地域に於ける相続問題の基礎知識 

 

農村地域の相続問題をファイナンシャル・プランニングの視点で考えるとき、深刻化する農地の荒廃や農業に従 

事する人たちの生活実態をよく知ることが重要となる。 

地域差があるものの、これまでの農村でのフィールドワークや寄せられる声をもとに、相続課題の根底にあるも 

のを、(1)生活の視点、(2)資産の視点、(3)相続の視点から整理してみる。 

ところで、筆者が農村調査のきっかけとなったのは約 40 年前で、北関東に於ける初生子相続の実態を知ること 

だった。最初に生まれた子が男女を問わず相続する実態を戸籍謄本から親族関係図を作成したり、そうした土壌 

を形成した生活全般をヒヤリングする作業で、後に九州地方の末子相続を理解する手がかりともなった。  

最近、農業は、民間法人による大規模経営や団塊世代などのセカンドライフの暮らし方で農村移住がテーマにな 

るなど何かと注目を集めている。 

 

(1)生活の視点 

リタイア後は緑豊かな田園の中で暮らすことを夢見る都会人が多いことがよく報じられるが、現実はそれ程甘く 

はない。子供時代を過ごした実家近くに帰ろうとすれば、これまで農地を守ってきた親族の「今さら何故？」と 

いう反発に面食らう人も多い。過去の事情はともかく、都会生活を満喫し、老後は故郷の農村で暮らすといった 

ライフスタイルそのものが農地を守ってきた者には味わえなかった感覚で、嫉妬心からその後の相続トラブルに 

なったりもしている。 

環境汚染は杉・檜が美しい山間部にも及び、清流に魚がいなくなったという声を耳にするほど進んでいる。農業 

就業人口の約半数は 70 歳以上の高齢者で、次世代を担う 39 歳以下は 10％にも満たず、高齢化率が高いことから 

農業事故は全産業比５倍、事故率は建設業よりも高く、65 歳以上の事故が約 72％と高齢者にとって危険産業に 

位置する。暮らし方の特徴は、地縁・血縁のつながりはあるものの、都会型の人間関係の希薄化が進んでいる。 

その原因は、子供たちが都市部に移住するなど家族の分散にあり、相続のあり方に大きな影響を及ぼしている。 

 

(2)資産の視点 

耕作放棄地の増加や高齢化が進み、農地の維持管理が困難になり、また、農地は収入を生まない不良資産と言わ 

れたりする。もっとも都市近郊では農地転用による不動産所得への期待感が強く、農地の資産としての地域格差 

は大きい。農政として、生産費と販売価格との関係で赤字になると、それを補う所得補償制度や減反した農地で 

麦や大豆、飼料米を作ると補助金を増額する政策が議論されるのはそうした背景にある。個別に農地の課題をみ 

ると、相続にともなう遺産分割協議の手続が未了で、名義が先々代のままに放置されていたり、市街化農地は農 

業収入が少ないのに宅地並み課税になるなど、農地の資産としての側面からの農政の遅れを指摘できる。また、 
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農地の所有者に実質的には非農家が増加し、農業相続の難しさと資産管理の実態に課題が山積している。 

つまり、農業後継者の不在、名寄せ台帳で所在は分かるものの、農業投資価格や広大地評価など税の特典の理解 

となると、次世代には分かりにくいという声が多く、資産としての農地に対する魅力の喪失感が広がっている。 

 

(3)相続の視点 

フィールドワークを通じて共通の相続テーマは、相続税のことより「争族」の不安である。農村部では相談機能 

が乏しく、準備が進まず苛立ちを感じている人が多い。高齢者にとっての不安は、子供たちが都市部に暮らし後 

継者がいないこと、将来への備えとして遺言や任意後見制度に関心は高いが、具体化できないことにある。 

金融目線でみると、地元密着型の金融機関で資金流出が大きい。理由は、相続によって、都市部に住む子供たち 

への資産移転による。さらに遺言信託などの事前準備により、相続の開始により遺言執行手続を余儀なくされる 

ケースも増えている。都市部に住む子供たちが老親を巻き込んで準備を進めていることが多い。相続税対策やキ 

ャッシュ・フロー作りのための不動産有効活用は伝統的なＦＰ手法であるが、最近老親が子供に不動産を民事信 

託し、子供が不動産管理会社と契約するようなスキームが話題になっている。親子共に資産管理の悩みを共有し 

ているところからの解決策の一つとなるだろう。 

｢農村地域に於ける相続問題｣に取り組むための予備知識として、農村知識の課題を列記したが、ファイナンシャ 

ル・プランナーなどが大きなビジネスチャンスと受けとめ、フィールドワークすると、顧客マーケットは無尽蔵 

な広がりを持っていることに気付くはずだ。 
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